
ユニバーサル社会の実現を目指し交通弱者への国の支援を求める意見書

視覚障害者が駅ホームから転落死する事故が後を絶ちません。国は１日 10 万人以上が利

用する駅でホームドアを優先的に設置するよう求めていますが、対象となる全国の鉄道 260

駅のうち、ホームドアが設置されているのは 2016 年度末で 84 駅と３割程度にとどまってい

ます。

ホームドアの設置が進まない大きな理由の一つは、民間鉄道会社に大きな財政負担を強い

ることであると考えます。しかし、障害者や高齢者など社会的弱者が社会参加を実現する上

で、安全な移動環境を提供することは人権の一部とも言え、その公共的価値は計り知れませ

ん。その意味で、財政投融資等を活用して設置を加速化することは法的になんら問題なく、

国民的な要請とさえ言えます。

また、ホームドアは、故意に人を転落させる刑事事件や自殺行為も予防する効果が大きい

と考えられます。

障がいのある方にも健常者にも、誰にとっても暮らしやすいユニバーサル社会の実現を目

指す上で、ホームドアを設置することだけに止まらず、点字ブロックの設置、歩行を妨げる

バリアの撤去、啓発活動を含む心のバリアフリーの推進といった交通弱者への配慮を徹底す

ることは、極めて重要な施策であると考えます。

よって、国におかれては、財政的あるいは法的な対応を早急にとるよう強く要請致します。

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。
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